エコ燃料利用促進補助事業実施要領
１　目的
　　この実施要領は、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付　要綱（平成１５年１０月１日付け環廃産発第031001006号、環地温発0310010　02号。以下「要綱」という。）第４条第７項の規定に基づき、同条第１項第２号に掲げる事業の実施に関して必要な細目等を定めることにより、地球温暖化対策の強化と速やかな普及を図ることを目的とする。
２　事業の実施方法等
（１）対象事業の要件
　　①バイオエタノール製造事業　
従来廃棄物として処分されていたバイオマス資源など、地域に存在するバイオマスを有効活用したバイオエタノ－ル製造設備等の整備を支援する。
　　②バイオエタノール混合ガソリン等利用促進事業
ガソリン販売店等に燃料を供給する卸事業者等が行うバイオエタノール混合ガソリン製造施設（バイオエタノール貯蔵設備、バイオ燃料混合用ガソリン貯蔵設備、混合設備等）の整備、ガソリン販売店等が行うバイオエタノール混合ガソリンの給油のための設備改良（安全対策等）を支援する。
　　③バイオディーゼル燃料製造等事業
廃食用油から製造されるバイオディーゼル燃料（FAME）について、適正な品質による製造・供給を促進するため、一定の性能を有するバイオディーゼル燃料製造設備、貯蔵設備、軽油混合設備等を整備を支援する。
（２）維持管理
導入した設備は、事業主体の責任のもとで適切な維持管理が講じられるものであること。
（３）温室効果ガス削減量の把握等
　　　補助事業者は、事業の実施による温室効果ガスの削減量を把握すること。
　　　また、環境省の求めに応じて、事業の実施に係るこれらの情報を提供する　　　こと。
（４）事業報告書の提出
補助事業者は、補助事業に係る設備の使用開始の日からその年度の３月末までの期間及びその後の３年間の期間について、事業の実績、温室効果ガスの削減量及び波及効果等を毎年とりまとめた事業報告書を様式第1により作成し、当該年度の翌年度の４月30日までに大臣に提出するものとする。
　　　
様式第１（エコ燃料利用促進補助事業の事業報告書の作成例）
	平成○年度エコ燃料利用促進補助事業の事業報告書
地方公共団体名
事業代表者の職・氏名
１．事業の名称
　　○○○事業
２．事業の概要
３．事業の実績
　【当該年度に実施した設備整備、改善点等について、その効果等もあわせて記載する。また、エコ燃料の製造・供給量等を記載する。】
４．温室効果ガスの削減量
　【当該年度における事業実施に伴う温室効果ガスの削減量について、算定方法及び算定根拠とあわせて記載する。】
５．事業性の評価
　【費用対効果を踏まえ、今後の事業収支見込み等、事業性についての評価を記載する。】
６．今後の取組
　【翌年度以降の取組予定について、地域の意見も踏まえ、有望性や課題を含めて記載する。】
７．事業による波及効果
　【事業実施による同業他社等への波及効果や当該事業者における同様の設備導入実績等を、できるだけ具体的に記載する。】
【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポイ
　ント程度、フォントは自由とする。】
【罫線は削除して差し支えない】
【ページ番号を付す】


地域の特徴的温暖化対策機器普及促進事業実施要領
１　目的
　　この実施要領は、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付　要綱（平成１５年１０月１日付け環廃産発第031001006号、環地温発第0310010　02号。以下「要綱」という。）第４条第７項の規定に基づき、同条第１項第３　号に掲げる事業の実施に関して必要な細目等を定めることにより、地球温暖化　対策の強化と速やかな普及を図ることを目的とする。
２　事業の実施方法等
（１）補助対象者の要件
　　　本事業の対象者は、導入する設備の取得財産等管理台帳を備えて管理を行う、地域協議会又は事業者等とする。
　　　なお、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法律第117号）第２４条に基づく地域地球温暖化防止推進センターが事務局を行う地域協議会で、かつ、対策設備等の所有者（設置者）が地域協議会の構成員たる法人格を有する団体である場合など、地域協議会が補助事業者として、善管義務を将来にわたって十分に発揮出来ると判断されるケースについては、例外的に補助事業者と導入対策設備等の所有者（管理者）の一致しない場合においても、地域協議会を補助事業者として申請を受け付けるものとする。
（２）補助対象機器

　　　本事業では、家庭、商店又は事務所等で用いる民生用の先進的な再生可能エネルギー機器・省エネルギー機器のうち、以下に挙げるものを補助対象とする。

ⅰ）再生可能エネルギー機器
①太陽熱利用冷暖房システム
　　　太陽熱を利用して冷暖房を行うシステム。

②太陽光利用照明システム
　　住宅等の屋根面等で太陽光を動力を用いずに集光し、屋内の照明用途に利用するシステムであって、以下の全ての要件を満たすもの。

（ア）太陽光を屋根面等で動力を用いずに集光し、高反射の筒型により屋内に導き、照明用途に利用できること。
（イ）筒型反射面の反射率は90％以上であること。（JIS Z 8741:1997に基づく測定による数値）

（ウ）室内採光部は、光を広範囲に拡散させるカバーを設置すること。
（エ）風雨に対し建物への影響に対する安全対策が施されていること。
（オ）建築基準法等の関連法規や、地方公共団体が制定する条例を遵守していること。
③窓用等透過型太陽光発電システム
　　住宅等の窓用等に光透過型太陽電池を利用したシステムであって、以下の全ての要件を満たすものであること。
（ア）窓等に設置する場合に光透過機能をもち、発電機構を有すること。
（イ）ＪＥＴ認証を受けた機器であり、電気的な安全性がシステムとして担保されていること。
（ウ）関連法規等の手続きを完了していること。
（エ）風雨に対し建物への影響に対する安全対策が施されていること。
④バイオマス燃料燃焼機器
木質ペレットストーブ、薪ストーブ、木質ペレットボイラーを用いた空調設備のいずれかであって、以下の全ての要件を満たすもの。

（ア）ライフサイクル温室効果ガス削減率が50％以上であるもの。
　（イ）バイオマス利用率が80％（低位発熱量）以上であること。
　（ウ）当該地域周辺でバイオマス燃料の供給体制が整備されていること。

　（エ）国内に機器メンテナンス体制が整備されていること。
　（オ）関係法令等の手続きを完了していること。

（カ）密集地を避け、排出口と隣家との距離を十分とるなど、設置場所に配慮がなされていること。
⑤小型風力発電システム
　　　以下の要件を満たす小型風力発電システムであって、以下の全ての要件を満たすもの。
　　　（ア）市街地等の風況でも安定した発電ができること。
　　　（イ）強風時における安全対策が施されていること。
　　　（ウ）騒音が発生しないこと。
　　　（エ）プロペラなどの回転部に容易に人が接触することがないよう、人の手の届かない高さに設置したり、周囲に柵を設けるなどの措置がとられていること。
　　　（オ）住民等の目に多く触れるなど、温暖化対策技術の普及啓発としての効果も期待できる場所であること。
　 　 （カ）建築基準法等の関連法規や、地方公共団体が制定する条例を遵守していること。
ⅱ）省エネルギー機器
　①地中熱ヒートポンプシステム
　　10kW級のヒートポンプ（暖房能力COP3.5以上）を用いた地中熱利用システム（地下水熱利用を含む）。
②業務用省エネ型冷蔵・冷凍・空調設備

コンビニエンスストアやスーパーなどで用いる業務用の設備であって以下のいずれかの要件を満たすもの。

（ア）冷蔵・冷凍・空調一体型システムであるもの。

（イ）冷蔵・冷凍設備であって、インバータ制御機能を有するもの。
（ウ）高効率空調設備であって、冷暖平均（冷房専用機にあっては冷房定格）COP3.0以上、かつAPF4.0以上であるもの。
③パーソナルコンピュータ用高効率電源制御装置又は設備
パーソナルコンピュータ用の高効率電源制御装置又は設備であって、以下の全ての要件を満たすもの。
　（ア）CO2排出量や消費電力量等を「見える化」する機能を有するもの。

（イ）消費電力の削減余地を「見える化」することにより、利用者の省エネ行動を促す機能を有するもの。
（ウ）パソコンが使用されていない時間帯等をパソコン自らが検出し、自動的に省エネモードに移行する機能を有するもの。
（エ）業務用のパーソナルコンピュータを対象する場合にあっては、組織単位でのCO2排出量、消費電力量及び消費電力の削減余地等のデータを取得でき、事業所や事務所における省エネ対策の検討に資するもの。
④セラミックメタルハライドランプ、無電極放電ランプ
街路灯用、防犯灯用または体育館等の公益的施設用のもの。
（３）補助金交付額の上限
　　　以下の機器については、１件あたりの補助金交付額の上限を定める。

・ⅰ）②については30万円

・ⅰ）④のうち、木質ペレットストーブ及び薪ストーブについては10万円

・ⅱ）③については200万円
（４）事業の規模要件
　　　本事業は、一つの地域協議会におけるそれぞれの機器の導入件数が１０件以上を予定するものを補助の対象とする。ただし、ⅰ）①、ⅰ）③、ⅰ）⑤のうち木質バイオマスペレットボイラーを用いた空調設備及びⅱ）①を導入する場合については、導入件数が３件以上を予定するものを補助の対象とする。
（５） 維持管理
　　　設置した機器は、地域協議会または事業主体の責任のもとで適切な維持管理を講じること。

（６）温室効果ガス削減量の把握等
　  　当該機器の設置による温室効果ガスの削減量等を把握すること。
　　　また、環境省の求めに応じて、事業の実施に係るこれらの情報を提供する　　　こと。

（７）事業報告書の提出
　　　　補助事業者は、設備稼動開始の日から、その年度末までの期間、及びその後３年間の期間について、事業の実績（電気、ガス使用量またはその他燃料使用量等）及び温室効果ガスの削減量を毎年取りまとめた事業報告書を様式第２-１により作成し、当該年度の翌年度の４月30日までに地方環境事務所長に紙媒体で１部、電子媒体（CD-ROM）で一部部提出するものとする。
また、地域協議会においては、本事業を実施したことによる波及効果についても様式第２-２により作成し、当該年度の翌年度の4月30日までに地方環境事務所長に紙媒体で１部、電子媒体で１部（CD-ROM）提出するものとする。
（８） 電子データの仕様
　　地方環境事務所長に提出する電子媒体に格納する電子データは、以下の要件を満たすものとすること。
①Microsoft社WindowsXP SP2上で表示可能なもの。
②使用するアプリケーションソフトについては、以下のとおりとする。
・文書；ワープロソフト（Justsystem社一太郎（2007以下）、又はMicrosoft社Word（ファイル形式はWord2003以下）
・計算表；表計算ソフトMicrosoft社Excel2002以下（ファイル形式はExcel2003以下）
・画像；ＢＭＰ形式又はＪＰＥＧ形式
③以上の成果物の格納媒体はコンパクトディスクとする。事業年度及び事業名称等を収納ケース及びコンパクトディスクに必ずラベルにより付記すること。
④文字ポイント等、統一的な事項に関しては環境省担当官の指示に従うこと。
市民共同発電推進事業実施要領
１　目的
　　この実施要領は、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付　要綱（平成１５年１０月１日付け環廃産発第031001006号、環地温発第0310010　02号。以下「要綱」という。）第４条第７項の規定に基づき、同条第１項第５号に掲げる事業の実施に関して必要な細目等を定めることにより、地球温　暖化対策の強化と速やかな普及を図ることを目的とする。
２　事業の実施方法等
（１）対象事業の要件
　　　市民参加型のＮＰＯ等が地方公共団体等と連携し、公共施設や公益的施設に市民からの出資により1000kW以下の小水力発電設備を設置する事業。

（２）要綱第５条第６項第３号の算定方法による算定額
　　　要綱第５条第６項第３号の算定方法による算定額は、原則として次の式により算定される額とする。
　　[（Ｂ－Ｃ）×（１－（１＋ｒ）－ｎ）／ｒ－Ａtotal×0.05]×(A/Atotal)
　　　Ａtotal:全事業期間で必要な総事業費（円）
      Ａ：補助対象経費の実支出額
　　　ｒ：時間割引率（原則として0.04とする）
　　　ｎ：当該設備の法定耐用年数
　　　Ｂ：当該施設により供給される再生可能エネルギーの年間販売収入見込額　　　　　（円）
　　　Ｃ：当該施設の年間の維持管理コストの見込額（円）
（３）維持管理
　　　導入した設備は、事業主体の責任のもとで適切な維持管理が講じられるも　　　のであること。

（４）温室効果ガス削減量の把握等
　　　補助事業者は、事業の実施による温室効果ガスの削減量を把握すること。
　　　また、環境省の求めに応じて、事業の実施に係るこれらの情報を提供する　　　こと。

（５）事業報告書のに提出
補助事業者は、補助事業に係る設備の使用開始の日からその年度の３月末までの期間及びその後の３年間の期間について、事業の実績、温室効果ガスの削減量及び波及効果等を毎年とりまとめた事業報告書を様式第３により作成し、当該年度の翌年度の４月３０日までに大臣に提出するものとする。
様式第３（市民共同発電推進事業の事業報告書の作成例）
	平成○年度市民共同発電推進事業の事業報告書
地方公共団体名
事業代表者の職・氏名
１．事業の名称
　　○○○事業
２．事業の概要
３．事業の実績
　【当該年度に実施した設備整備、改善点等について、その効果等もあわせて記載する。】
４．温室効果ガスの削減量
　【当該年度における事業実施に伴う温室効果ガスの削減量について、算定方法及び算定根拠とあわせて記載する。】
５．事業性の評価
　【費用対効果を踏まえ、今後の事業収支見込み等、事業性についての評価を記載する。】
６．今後の取組
　【翌年度以降の取組予定について、地域住民等からの意見も踏まえ、有望性や課題を含めて記載する。】
７．事業による波及効果
　【事業実施による同業他社等への波及効果や当該事業者における同様の設備導入実績等を、できるだけ具体的に記載する。】
【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポイ
　ント程度、フォントは自由とする。】
【罫線は削除して差し支えない】
【ページ番号を付す】


地方公共団体対策技術率先導入補助事業実施要領
１　目的
　　この実施要領は、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付　要綱（平成１５年１０月１日付け環廃産発第031001006号、環地温発第0310010　02号。以下「要綱」という。）第４条第７項の規定に基づき、同条第１項第６　号に掲げる事業の実施に関して必要な細目等を定めることにより、地球温暖化　対策の強化と速やかな普及を図ることを目的とする。
２　事業の実施方法等
（１）対象事業の要件
　　　本事業では、シェアード・セイビングス・エスコ事業を用いて、小規模な地方公共団体の施設の高いレベルでの省エネ化を行う取組であり、以下の要件を満たすものを対象とする。
　　ⅰ）地方公共団体が地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法律第１１７号）第２０条の３に規定する地方公共団体の事務及び事業に関する実行計画（新規策定又は改定後３年以内の実行計画に限る。）に基づいて行う事業であること。
ⅱ）整備する施設・設備が、その普及率の向上が見込まれ、かつ、当該施設・設備を導入することにより地域住民等に対する地球温暖化対策の広範な普及啓発に資するものであること。
ⅲ）地方公共団体と民間事業者（ESCO事業者）が共同で申請するものであること。
（２）要綱第５条第７項第３号の算定方法による算定額
要綱第５条第７項第３号の算定方法による算定額は、原則として当該設備による年間の光熱費削減見込額を２倍した額を対象経費から引いた額とする。
（３）維持管理
　　　導入した設備は、事業主体の責任のもとで適切な維持管理が講じられるも　　　のであること。
（４）温室効果ガス削減量の把握等
　　　補助事業者は、事業の実施による温室効果ガスの削減量を把握すること。
　　　また、環境省の求めに応じて、事業の実施に係るこれらの情報を提供する　　　こと。
（５）事業報告書の提出
補助事業者は、補助事業に係る設備の使用開始の日からその年度の３月末までの期間及びその後の３年間の期間について、事業の実績、温室効果ガスの削減量及び波及効果等を毎年度とりまとめた事業報告書を様式第４により作成し、当該年度の翌年度の４月30日までに大臣に提出するものとする。
　　　様式第４（地方公共団体対策技術率先導入補助事業の事業報告書の作成例）
	平成○年度地方公共団体対策技術率先導入補助事業の事業報告書
地方公共団体名
事業代表者の職・氏名
１．事業の名称
　　○○○事業
２．事業の概要
３．事業の実績
　【当該年度に実施した設備整備、改善点等について、その効果等もあわせて記載する。】
４．温室効果ガスの削減量
　【当該年度における事業実施に伴う温室効果ガスの削減量について、算定方法及び算定根拠とあわせて記載する。】
５．事業性の評価
　【光熱水費削減量、費用対効果を踏まえ、今後の事業収支見込み等、事業性についての評価を記載する。】
６．今後の取組
　【翌年度以降の取組予定について、地域住民等からの意見も踏まえ、有望性や課題を含めて記載する。】
７．事業による波及効果
　【事業実施による他の地方公共団体、地域の事業者等への波及効果や当該地方公共団体における同様の設備導入実績等を、できるだけ具体的に記載する。】
【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポイ
　ント程度、フォントは自由とする。】
【罫線は削除して差し支えない】
【ページ番号を付す】


地球温暖化対策技術開発等事業（競争的資金）実施要領
１　目的
　　この実施要領は、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱（平成１５年１０月１日付け環廃産発第031001006号、環地温発第031001002号。以下「要綱」という。）第４条第７項の規定に基づき、同条第１項第８号に掲げる事業の実施に関して必要な細目等を定めることにより、地球温暖化対策の強化と速やかな普及を図ることを目的とする。
２　事業の実施方法等
（１）対象事業の要件

　　以下のいずれかに該当するものとする。
ⅰ）短期間での製品化が十分期待できる技術開発を実施する事業

ⅱ）廃棄物その他の循環資源に由来するエネルギー利用技術等の実用化・実証に係る技術開発を実施する事業
ⅲ）再生可能エネルギー導入技術又は省エネ対策技術に係る新たなビジネスモデルの創出につながる事業
（２）補助対象外経費
　　　　以下の経費は対象としない。
　 ア 技術開発者の人件費、退職金、ボーナスその他各種手当など雇用関係が生ずるような月極の給与
イ 事業に必要な用地の確保に要する経費
ウ 建屋の建設(簡易なものを除く)にかかる経費

エ 技術開発機関の事業内容に照らして当然備えているべき機器、汎用性の高い備品等(パソコン、机、椅子、事務機器等)の購入費

オ 事業に直接関係のない学会、講演会、会議等の出席のための旅費・参加費
カ 事業実施中に発生した事故・災害の処理に要する経費
キ 事業により排出された廃棄物の処理に要する経費
ク 事業に係る特許出願料等の登録免許に関する経費
ケ その他、事業の実施に関連性のない経費
（３）事業報告書の提出
  　補助事業者は補助事業を完了したときは、技術開発の終了した日からその年度の３月末までの期間及びその後の３年間の期間について、技術開発の成果、成果発表状況、期待される効果、技術・システムの応用可能性、今後の事業展開に向けての課題等を毎年度とりまとめた事業報告書を様式第５により作成し、補助事業の完了日から起算して３０日を経過した日又は翌会計年度の４月10日のいずれか早い日までに、環境大臣（以下「大臣」という。）に提出しなければならない。
  様式第５（地球温暖化対策技術開発等事業の事業報告書の作成例）
	平成○年度二酸化炭素排出抑制対策に係る地球温暖化対策技術開発等事業
事業報告書
○○○○○○○○○○に関する製品化技術開発
技術開発代表者の氏名又は名称　　

技術開発代表者の代表者の職・氏名
共同技術開発者の氏名又は名称　　

共同技術開発者の代表者の職・氏名
１．事業概要
２．技術開発の成果/製品のイメージ
３．製品仕様
４．事業化による販売実績/目標 
５．事業／販売体制
６．成果発表状況
７．期待される効果

８．技術・システムの応用可能性

９．今後の事業展開に向けての課題

【実際に使用する様式については、別途示すパワーポイント３枚程度の様式に記載すること。】



街区まるごとＣＯ２２０％削減事業実施要領
１　目的
　　この実施要領は、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付　要綱（平成１５年１０月１日付け環廃産発第031001006号、環地温発第0310010　02号。以下「要綱」という。）第４条第７項の規定に基づき、同条第１項第９　号に掲げる事業の実施に関して必要な細目等を定めることにより、地球温暖化　対策の強化と速やかな普及を図ることを目的とする。
２　事業の実施方法等
（１）対象事業の要件
　　　戸建住宅、集合住宅または商業施設等業務ビルからなる街区全体で、一般　　　的な街区又は現状に比べて二酸化炭素排出量を２０％以上削減する目標を設　　　定し、追加的設備の整備などの対策を実施する、新規市街地開発や街区の再　　　開発などを行う事業とする。
（２）維持管理
　　　導入した設備は、設備の所有者もしくは設備管理者の責任のもとで適切な　　　維持管理が講じられるものであること。なお、補助事業者が、導入した設備　　　を最終所有者へ譲渡する場合は、当該設備に補助金が添加されていることを　　　証明出来る書類等を提示すること。
（３）温室効果ガス削減量の把握等
　　　補助事業者は、事業の実施による温室効果ガスの削減量を把握すること。
また、環境省の求めに応じて、事業の実施に係るこれらの情報を提供すること。
（４）事業報告書の提出
補助事業者は、補助事業に係る設備の使用開始の日からその年度の３月末までの期間及びその後の３年間の期間について、事業の実績、温室効果ガスの削減量及び波及効果等を毎年度とりまとめた事業報告書を様式第６により作成し、当該年度の翌年度の４月３０日までに大臣に提出するものとする。
様式第６（街区まるごとCO2２０％削減事業の事業報告書の作成例）
	平成○年度街区まるごとCO2２０％削減事業の事業報告書
地方公共団体名
事業代表者の職・氏名
１．事業の名称
　　○○○事業
２．事業の概要
３．事業の実績
　【当該年度に実施した設備整備、改善点等について、その効果等もあわせて記載する。】
４．温室効果ガスの削減量
　【当該年度における事業実施に伴う温室効果ガスの削減量について、算定方法及び算定根拠とあわせて記載する。】
５．事業性の評価
　【光熱水費削減量、費用対効果を踏まえ、今後の事業収支見込み等、事業性についての評価を記載する。】
６．今後の取組
　【翌年度以降の取組予定について、地域の意見も踏まえ、有望性や課題を含めて記載する。】
７．事業による波及効果
　【事業実施による同業他社等への波及効果や当該事業者における同様の設備導入実績等を、できるだけ具体的に記載する。】
【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポイ
　ント程度、フォントは自由とする。】
【罫線は削除して差し支えない】
【ページ番号を付す】


ソーラー環境価値買取事業実施要領
１　目的
　　この実施要領は、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付　要綱（平成１５年１０月１日付け環廃産発第031001006号、環地温発第0310010　02号。以下「要綱」という。）第４条第７項の規定に基づき、同条第１項第10　号に掲げる事業の実施に関して必要な細目等を定めることにより、地球温暖　化対策の強化と速やかな普及を図ることを目的とする。
２　事業の実施方法等
（１）環境省の事務事業から発生するＣＯ２排出量をオフセットするため、設置後５年間分のグリーン電力証書を環境省に納めることを目的として、電力事業者との電力供給契約が高圧連系することとなっている民間事業者が業務用太陽光発電設備（２０ｋＷ以上で５００ｋＷ以下に限る。）を設置する事業で、以下の要件に該当するもの。

ⅰ）当該太陽光発電設備から生じる環境価値を設置後５年間（平成２２年度に設置するものは平成２３年度分から平成２７年度分まで）にわたって、環境省へ納めること（環境価値についてはグリーン電力認証センターが認定した発電設備から発電された電力量で、グリーン電力相当量の認証を受けたグリーン電力証書によるものとする）。
ⅱ）当該太陽光発電設備から生じる電力を系統連系せず（逆潮流なし）、全量自家消費すること。

ⅲ）グリーンエネルギー認証センターに登録されている、太陽光発電のグリーン電力証書の発行事業者と共同で申請するものであること。

（２）環境省へのグリーン電力証書の納入

太陽光発電の設置後５年間に渡り、年度毎のグリーン電力証書を、翌年度の６月末日までに環境省に納めること。

（３）維持管理
　　　事業で整備した施設・設備及び事業で取得した備品は、事業主体の責任の　　　もとで適正な維持管理が講じられるものであること。

（４）温室効果ガス削減量の把握等
　　　補助事業者は、事業の実施による温室効果ガスの削減量を把握すること。
　　　また、環境省の求めに応じて、事業の実施に係るこれらの情報を提供する　　　こと。

（５）事業報告書の作成及び提出
補助事業者は、施設の本格稼働開始の日からその年度の３月末までの期間及びその後の５年間の期間について、事業の実績、温室効果ガスの削減量及び波及効果等を毎年度とりまとめた事業報告書を様式第７により作成し、当該年度の翌年度の４月30日までに大臣に提出するものとする。
様式第７（ソーラー環境価値買取事業の事業報告書の作成例）
	平成○年度ソーラー環境価値買取事業の事業報告書
地方公共団体名
事業代表者の職・氏名
１．事業の名称
　　○○○事業
２．事業の概要
３．事業の実績
　【当該年度に実施した設備整備、改善点等について、その効果等もあわせて記載する。】
４．温室効果ガスの削減量
　【当該年度における事業実施に伴う温室効果ガスの削減量について、算定方法及び算定根拠とあわせて記載する。】
５．事業性の評価
　【電気代削減量、費用対効果を踏まえ、今後の事業収支見込み等、事業性についての評価を記載する。】
６．今後の取組
　【翌年度以降の取組予定について、有望性や課題を含めて記載する。】
７．事業による波及効果
　【事業実施による同業他社等への波及効果や当該事業者における同様の設備導入実績等を、できるだけ具体的に記載する。】
【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポイ
　ント程度、フォントは自由とする。】
【罫線は削除して差し支えない】
【ページ番号を付す】


　附則
　この実施要領は、平成22年４月１日から施行する。
